
 定住自立圏共生ビジョンにおける基本的事項 

 

 （１）定住自立圏共生ビジョンの策定趣旨 

定住自立圏共生ビジョンは、定住自立圏構想推進要綱（平成 20 年 

総行応第 39 号）及び定住自立圏形成協定に基づき、定住自立圏全体 

で人口定住のために必要な生活機能を確保し、地域の活性化と発展を 

図るため、圏域が目指す将来像及びその実現のために必要な具体的取 

組等を明らかにするものです。 

また、本共生ビジョンは、圏域の定住自立圏構想の取組の推進にあ 

たり、総務省をはじめ、国の各府省の支援の根拠となる計画です。 

 

 

 

 （２）定住自立圏及び形成市町の名称 

【定住自立圏の名称】 

松阪地域定住自立圏 

 

【圏域を形成する市町の名称】 

松阪市、多気町、明和町、大台町 

 

 

 

（３）定住自立圏共生ビジョンの期間 

令和２年度から令和６年度までとし、毎年度所要の変更を行います。 

 

 

 

 

 

 



 圏域の概況 

（１）各市町の人口と面積 

市 町 名 人 口（人） 面 積（㎢） 

松 阪 市 163,863  623.58  

多 気 町 14,878  103.06  

明 和 町 22,586  41.04  

大 台 町 9,557  362.86  

圏域の合計 210,884  1,130.54  

※人口は平成 27年国勢調査、面積は平成 30年全国都道府県市区町村別面積調の数値を用いています。 

 

 

 

（２）各市町の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【図表 1-1】人口推移 ※現行（平成 27 年作成） 

 〔年少人口＝0～14 歳の人口。 生産年齢人口＝15～64 歳の人口。 老年人口＝65 歳以上の人口。〕 

 

※国立社会保障・人口問題研究所 『日本の地域別将来推計人口』（平成 25年３月推計） の数値を用いて作成。 

※平成 22年は「平成 22年国勢調査」により作成。 

 

【図表 1-2】人口推移 ※改訂用（R 元年作成） 

〔年少人口＝0～14 歳の人口。 生産年齢人口＝15～64 歳の人口。 老年人口＝65 歳以上の人口。〕 

 

   ※国立社会保障・人口問題研究所 『日本の地域別将来推計人口』（平成 30年推計） の数値を用いて作成。 

※平成 27年は国勢調査の結果を用いて作成。 



 

【図表 2-1】年齢 3区分別人口推移 ※現行（平成27 年作成） 

区分 市町名 平成２２年 平成２７年 平成３２年 平成３７年 平成４２年 平成４７年 平成５２年 

年少人口 

（0～14 歳） 

松阪市 22,762  21,645  19,953  17,928  16,242  15,210  14,499  

多気町 1,937  1,903  1,799  1,633  1,515  1,442  1,383  

明和町 3,307  3,050  2,741  2,494  2,291  2,166  2,082  

大台町 1,170  1,059  939  837  756  706  667  

計 29,177  27,657  25,432  22,892  20,804  19,524  18,631  

         

生産年齢人口 

（15～64 歳） 

松阪市 103,550  96,971  92,364  88,642  84,279  78,848  71,635  

多気町 9,055  8,379  7,759  7,378  7,006  6,574  6,009  

明和町 13,848  13,123  12,564  12,095  11,623  10,999  10,072  

大台町 5,556  4,889  4,386  3,988  3,701  3,372  3,052  

計 132,009  123,362  117,073  112,103  106,609  99,793  90,768  

         

老年人口 

（65 歳以上） 

松阪市 41,705  46,371  48,261  48,666  48,906  49,146  50,534  

多気町 4,446  4,730  4,911  4,892  4,804  4,733  4,753  

明和町 5,678  6,356  6,685  6,762  6,728  6,702  6,858  

大台町 3,690  3,786  3,734  3,583  3,339  3,138  2,947  

計 55,519  61,243  63,591  63,903  63,777  63,719  65,092  

         

合計 

松阪市 168,017  164,987  160,578  155,236  149,427  143,204  136,668  

多気町 15,438  15,012  14,469  13,903  13,325  12,749  12,145  

明和町 22,833  22,529  21,990  21,351  20,642  19,867  19,012  

大台町 10,416  9,734  9,059  8,408  7,796  7,216  6,666  

計 216,704  212,262  206,096  198,898  191,190  183,036  174,491  

※国立社会保障・人口問題研究所 『日本の地域別将来推計人口』（平成 25年３月推計） の数値を用いて作成。 

※平成 22年は「平成 22年国勢調査」により作成。 

 

 

 

 



【図表 2-2】年齢 3 区分別人口推移 ※改訂用（R 元年作成） 

 

区分 市町名 平成２7 年 令和 2 年 令和 7 年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22 年 令和 27 年 

年少人口 

（0～14 歳） 

松阪市 21,450  20,067  18,332 17,042  15,946 15,172 14,388  

多気町 1,905  1,806 1,596 1,463 1,335 1,222  1,127 

明和町 3,042  2,791 2,534 2,333 2,144  2,001  1,862 

大台町 980  826 672  564  468  386  320  

計 27,377  25,490 25,634 21,402 19,893 18,781 17,697 

         

生産年齢人口 

（15～64 歳） 

松阪市 96,385  90,731  86,181  81,128  75,686 68,490 63,357 

多気町 8,280  7,585 7,150 6,660 6,142 5,482 4,940 

明和町 12,981  12,180 11,511 10,871 10,188 9,148 8,419 

大台町 4,767  4,101 3,581  3,151  2,747  2,339  1,965  

計 122,413 114,597  108,423  101,810 94,763 85,909 78,681  

         

老年人口 

（65 歳以上） 

松阪市 46,028  48,275  48,899  49,177  49,323 50,553 49,637 

多気町 4,693  4,906 4,893 4,800 4,740 4,770 4,649 

明和町 6,563  7,035 7,244 7,315 7,329 7,559 7,404 

大台町 3,803  3,803  3,663  3,410  3,160  2,917  2,654 

計 61,087  64,019  64,699  64,702  64,552  65,799 64,344 

         

合計 

松阪市 163,863  159,073  153,412  147,347  140,955 134,215 127,382 

多気町 14,878  14,297 13,639 12,923 12,217 11,474 10,716 

明和町 22,586  22,006 21,289 20,519 19,661 18,708 17,685 

大台町 9,557  8,730 7,916 7,125 6,375 5,642 4,939 

計 210,884  204,106  196,256 187,914 179,208 170,039 160,722 

※国立社会保障・人口問題研究所 『日本の地域別将来推計人口』（平成 30年推計） の数値を用いて作成。 

※人口の推計方法にはある年の男女・年齢別人口を基準として、そこに人口動態率等の仮定値をあてはめて計

算するコーホート要因法が用いられている。そのため本推計は、(1)基準人口、(2)将来の生残率、(3)将来の

移動率、(4)将来の子ども女性比、(5)将来の 0～4 歳性比を用いて計算されており、求められた推計値は推

計対象とした地域の男女・年齢別推計人口の合計が、「全国推計」の男女・年齢別推計結果と一致するよう一

律補正を行い、それを最終の推計結果とした。 

※平成 27年は国勢調査の数値を用いて作成。 


